


近年，全国各地で台風や局所的な豪雨などにより，生命や財産，社会経済に大きな被害

が生じています。本市においても，2019（令和元）年の東日本台風（台風第 19 号）（以下

「東日本台風」という。）により，那珂川及びその支川において堤防の決壊や越水などに

よる浸水被害が広範囲にわたり発生しました。  

このような自然災害の激甚化・頻発化を踏まえ，2020（令和２）年６月に都市再生特別

措置法が改正され，居住誘導区域などにおける安全なまちづくりを進めるため，立地適正

化計画に防災指針を定めることとなりました。 

このため，本市においても，居住誘導等に関する方針と併せて災害リスクや防災・減災

対策を明らかにすることで，安心・安全なまちづくりの推進を図るため，防災指針を策定

します。 

 

防災指針は，本市における災害ハザード情報と都市情報を重ね合わせることで災害リス

クの分析を行い，主に居住誘導区域における防災上の課題を抽出します。その上で，課題

に対応する取組方針を明らかにし，具体的な施策及び今後のスケジュールを定めます。 

 

 

 



立地適正化計画が都市機能や居住を一定の区域に集積・誘導することを目的としている

ことから，本市における被害発生場所等がハザードマップ等により特定できる洪水浸水，

内水浸水，ため池氾濫，津波浸水，土砂災害及び地震を本防災指針の対象とします。 

また，全市域に及ぶ被害が想定され，その被害を予測することが難しい原子力災害につ

いても，参考として取り上げます。 
 

想定し得る最大規模の降雨で 1000 年に１回程度の割合で発生する降雨量。

モーメントマグニチュード。断層のずれの規模を基にして計算したマグニチュード。マグ

ニチュードに比べて，巨大地震に対しても，その規模を正しく表せる特徴を持っている。 



本市で想定される災害について，以下のとおり，災害種別ごとのハザード情報と人口，

避難所，建物分布等の都市情報とを重ね合わせることで災害リスクを分析し，災害リスク

の高い地域等を抽出します。
 



本市における近年の主な水害

は，右表のとおりです。 

直近では，2019（令和元）年の

東日本台風の際に，那珂川及び支

流で越水，溢水，決壊が発生し，

広く浸水が発生しました。 

浸水区域は以下の図のとおり

で，当時約70か所の避難所が開設

され，最大で約 2,500 人が避難し

ました。 

 



本市には，那珂川やその支川の涸沼川，桜川などのほか，多くの河川があります。 

これら河川のうち，国や県が管理する 1級河川では，1000 年に１回程度の割合で発

生する降雨量を想定した想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域が指定されてい

ます（図上段）。本防災指針では，最大の被害を想定することを基本とするため，想

定最大規模降雨によるリスク分析を行います。 

なお，想定最大規模降雨に対し，100 年に１回程度の割合で発生する降雨量を想定

した計画規模降雨における洪水浸水想定区域も以下のとおり設定されており（図下

段），河川整備などの洪水防御に関する計画の基本として用いられます。 

本市では，那珂川沿いなど広範囲にわたって洪水浸水想定区域が広がっており，大

部分は市街化調整区域ですが，市街化区域や居住誘導区域の一部も含まれています。
 

 

 

  



居住誘導区域等にかかる洪水浸水想定区域の指定状況は，以下の図のとおりです。 

想定最大規模降雨では，水戸駅南口や下市地区など，居住誘導区域の一部が洪水浸

水想定区域に含まれています。ただし，計画規模降雨では，洪水浸水想定区域に含ま

れるのは水戸駅南口や下市地区の一部のみとなっています。 
 

 
 

 



洪水浸水想定区域のうち，建物の損壊や浸水により，住民の生命等に危害が生ずる

恐れのあるとされる３ｍ以上の浸水深が見込まれるエリアと人口分布は，以下の図の

とおりです。 

浸水深が３ｍ以上のエリアは那珂川沿いを中心に広がっており，一部，人口密度の

高い市街化区域の住宅地や市街化調整区域の既存集落が含まれます。  

また，高齢者分布は次項の図-6のとおりですが，全体の人口分布と同様の傾向が見

られます。 

 

 



 



居住誘導区域（都市機能誘導区域を含む）のうち，水戸駅南口及び下市地区の一部

は浸水深が３ｍ以上の洪水浸水想定区域に含まれています。 

両地区における洪水浸水想定区域と建物階数の分布は，以下の図のとおりです。水

戸駅南口地区には，垂直避難が可能な３階建以上の建物が見られますが，下市地区は

２階建以下の建物が多い状況です。 

また，居住誘導区域外の市街化区域である城東地区や根本地区の広い範囲でも，３

ｍ以上の浸水深が想定されています。城東地区及び根本地区も２階建以下の建物が多

い状況です。同様に，市街化調整区域においても，建物の高さ制限等により，２階建

以下の建物が多い状況です。
 

 



洪水浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布は，以下の図のとおりです。 

要配慮者利用施設全 769 件のうち，134 件が洪水浸水想定区域内に立地しています。
 

 

 

 



 

 

 



洪水浸水想定区域と避難所の分布は，以下の図のとおりです。 

浸水想定区域内に一部の指定避難所や福祉避難所が立地しています。 

そのうち，洪水浸水想定区域内にある指定避難所は洪水時一時避難所として，河川

水位等の状況に応じ，避難者をバスなどで高台にある指定避難所等に搬送するなどの

対応を実施しています。 

城東地区及び下市地区においては，洪水時一時避難所の近くに，避難のできる指定

避難所等が立地しており，比較的に搬送しやすい状況にあります。 

 

 



 



洪水浸水が発生した際，浸水が一定の浸水深を下回るまでの時間（浸水継続時間）

は以下の図のとおりです。 

災害発生から 72 時間が経過すると備蓄不足等による健康障害の発生や最悪の場合

には生命の危機が生じる恐れがあるとされています。この 72 時間以上の浸水継続が

ある区域は，市東部の市街化調整区域の一部のみとなっていますが，那珂川流域の広

い範囲で 72 時間未満の浸水継続が予想されます。
 
 

 



72 時間以上浸水継続が見込まれる区域は，以下の図（図上段）のとおりです。 

区域の大部分が水田であり，既存集落は該当区域に含まれていません。 

居住誘導区域・都市機能誘導区域である水戸駅南口周辺や下市地区のほか，市街化

区域の城東地区や根本地区などで 72 時間未満の浸水継続が見込まれています。 
 

 

 

 



家屋倒壊等氾濫想定区域※は，以下の図のとおりです。 

那珂川をはじめとした複数の河川沿いに区域がみられます。 

水戸駅南口や下市地区，城東地区，根本地区，藤が原地区では，市街化区域内に家

屋倒壊等氾濫想定区域が含まれており，そのうち水戸駅南口と下市地区は居住誘導区

域にも該当します。
 

 

 

 

  



居住誘導区域である水戸駅南口と下市地区における家屋倒壊等氾濫想定区域と建物

分布は，以下の図のとおりです。桜川沿いの家屋が区域に含まれ，河岸浸食による災

害リスクがあります。 

市街化区域である城東地区，根本地区，藤が原地区における家屋倒壊等氾濫想定区

域は，次頁以降の図のとおりです。城東地区，根本地区では那珂川による氾濫流と河

岸浸食があり，城東地区では一部の地区ですが，根本地区は広範な家屋への被害が予

想されます。一方，藤が原地区では西田川沿いに広く氾濫流が想定されますが，住宅

地が高台のため，家屋倒壊等氾濫想定区域内に家屋の立地はみられません。 
 

 



 

 



 

 



2005（平成 17）年度以降の内水浸水※の実績箇所は，以下の図のとおりです。 

内水浸水は，市内各地で発生しており，交通への影響が大きい主要な道路においても浸

水が発生しています。
 

 

 

 

 

 



 

 

 



 



 

内水浸水実績箇所とバス路線の分布は，以下の図のとおりです。 
 

 

 

居住誘導区域のうち内水浸水

による交通への影響が大きいの

は水戸駅の南側です。 

水戸駅南側の千波・元吉田地

区は，水戸駅南口周辺の道路の

ほか，居住誘導区域の設定条件

であるバス路線（概ね片道 50

本/日以上）となる駅南中央通

り等においても，冠水実績箇所

が見られます。 

集中豪雨等が発生した場合に

は，交通に支障が生じる可能性

があります。 

  



本市には，武具池と三野輪池の２箇所の防災重点農業用ため池※（以下「ため池」と

いう。）があり，その浸水想定区域は以下の図のとおりです。 

武具池の浸水想定区域は内原駅周辺の居住誘導区域（一部は都市機能誘導区域）に及

んでいます。ただし，居住誘導区域内には，建物の主要構造が損壊し，再使用が困難に

なるとされる２ｍ以上の浸水深が見込まれるエリアはありません（調整池を除く）。 

なお，内原駅周辺に浸水域が達するのは，ため池の決壊から約 30 分後と見込まれて

います。 

三野輪池については，浸水想定区域の全域が市街化調整区域です。 
 

 



 

 



ため池浸水想定区域のうち，床上浸水や避難に支障が出るとされる 0.5ｍ以上の浸

水深が見込まれるエリアと人口分布は，以下の図のとおりです。 

浸水深が 0.5ｍ以上のエリアは，大半は人口密度の低い市街化調整区域ですが，一

部，人口密度の高い内原駅周辺の居住誘導区域も含まれています。 

 

 



内原駅周辺の居住誘導区域内の建物の多くは２階建以下ですが，浸水深が２ｍ未満

となっており，垂直避難が必要となる３ｍは超えません。 

また，居住誘導区域外において２ｍ以上の浸水深が見込まれるものの，建物がほぼ

立地していないため，地域における浸水被害は大きくないと考えられます。 
 

 

ため池浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布は，以下の図のとおりです。 

要配慮者利用施設全 769件のうち，18件がため池浸水想定区域内に立地しています。

 



ため池浸水想定区域と避難所の分布は，次項の図のとおりです。 

指定避難所と福祉避難所が１件ずつ，ため池浸水想定区域内に立地しています。 

居住誘導区域内に避難所は立地していませんが，避難のできる指定避難所や浸水想

定区域に含まれない場所が近接しており，避難のしやすい状況にあります。 

 

 



東北地方太平洋沖地震による津波と，房総沖における地震による想定津波を前提とし

た津波浸水想定区域は，以下の図のとおりです。 

那珂川及び涸沼川を津波が遡上することにより，常澄地区において津波浸水が想定さ

れています。
 

 

 

 



津波浸水想定区域と人口分布は，以下の図のとおりです。 

津波浸水想定区域内に既存集落が含まれており，人口密度は 20 人/ha 未満となって

います。 

 

 



津波浸水想定区域と緊急避難場所の分布は，以下の図のとおりです。 

浸水想定区域内の既存集落については，近隣の緊急避難場所※までは２㎞以上離れて

いるエリアもありますが，浸水想定区域に含まれない場所が近接しており，避難のし

やすい状況にあります。

 

 



土砂災害警戒区域（イエローゾーン）及び土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）は，

以下の図のとおりです。 

市街化調整区域の一部で指定されているほか，上市地区や水戸駅南口などの市街化区

域でも指定されています。
 

 



 

 



 

 



土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域内の市中央部の人口分布は以下の図の

とおりです。一部，人口が多く集中する市街化区域の住宅地が含まれています。 
 
 

 



建物が多く立地する上市地区及び水戸駅周辺の，土砂災害警戒区域及び土砂災害特

別警戒区域と建物用途は，以下の図のとおりです。 

土砂災害警戒区域内には住宅のほか，文教厚生施設や宿泊施設等が立地しています。 
 
 

 

 



明治以降に発生した，マグニチュード 6.0 以上かつ水戸地方気象台で震度４以上を観

測した地震は，以下の表のとおりです。 
 





茨城県の「茨城県地震被害想定」では，東海村から水戸市沿岸にかけてのエリアに

おいて，太平洋プレートの内部で断層に沿って岩盤がずれる現象（断層運動）が起る

ことで発生する市内最大震度６強の地震（以下「太平洋プレート内の地震（北部）」

という。）が発生した場合の本市の地上震度分布は，以下の図のとおりです。 

市東部を中心に震度６弱が想定されており，一部区域では震度６強も見られます。
 
 

 

 



建物被害は，太平洋プレート内の地震（北部）による揺れ，液状化，土砂災害及び火災

の被害を想定したものです。 

広い範囲において建物の半壊の発生が予想されており（図上段），特に建物被害が大き

いと想定される水戸駅から東水戸駅にかけてのエリアの一部については，市街化区域や居

住誘導区域が含まれます。また，上市地区において出火・延焼が要因と想定されている全

壊・焼失が集中しているエリアが一部見られます（図下段）。
 

 

 
 



番号 路線名 番号 路線名
1 国道118号 18 水戸市道駅南2号線
2 国道118号 19 水戸市道駅南4号線
3 水戸岩間線 20 水戸市幹線市道22号線
4 水戸神栖線 21 水戸市幹線市道4号線

5 玉里水戸線 22
水戸市道上市154号線，
上市155号線,上市150号線

6 水戸勝田那珂湊線 23 水戸市道上市6号線
7 中石崎水戸線 24 水戸市道上市6号線
8 水戸市幹線市道15号線，笠原161号線 25 水戸市道上中妻212号線
9 水戸市幹線市道19号線 26 水戸市上中妻35号線

10 水戸市幹線市道1号線 27
水戸市道上中妻46号線，
上中妻76号線

11 水戸市幹線市道25号線 28 水戸市道城東42号，城東47号線
12 水戸市幹線市道38号線 29 水戸市道城東48号線,幹線市道1号線

13 水戸市幹線市道3号線 30
水戸市道常澄6-0007号線，
常澄8-3001号線

14 水戸市道駅南5号線，駅南4号線 31 水戸市道常磐209号線
15 水戸市道駅南17号線 32 水戸市道赤塚320号線

16 水戸市道駅南1号線，駅南11号線 33
水戸市道内原8-3110号線，内原8-3113号線，
内原3112号線，内原8-0050号線，
内原6-0002号線

17 水戸市道駅南28号線 34 水戸市道浜田2号線

第３次緊急輸送道路

番号 路線名

1 水戸神栖線

2 下入野水戸線

3 上水戸停車場千波公園線

4 馬渡水戸線

5
水戸市幹線市道15号線，
寿161号線,幹線市道17号線

6 水戸市幹線市道2号線

7 水戸市幹線市道39号線

8 水戸市幹線市道8号線

9 水戸市道駅南1号線，駅南20号線

第２次緊急輸送道路
番号 路線名

1 常磐自動車道

2 北関東自動車道

3 東水戸道路

4 国道6号

5 国道6号

6 国道50号

7 国道50号

8 国道51号

9 国道118号

10 国道118号

11 国道123号

12 国道245号

13 国道349号

14 水戸鉾田佐原線

15 内原塩崎線

16 水戸神栖線

17 水戸神栖線

18 石岡城里線

19 玉里水戸線

20 友部内原線

21 長岡水戸線

22 上水戸停車場千波公園線

23 水戸市幹線市道3号線

24 水戸市幹線市道3号線

25 水戸市道上市198号線

26 水戸市道内原7-0058号線

第１次緊急輸送道路

震災発生時における避難・救助や物資供給等の応急活動を行うため，緊急車両の通行

を確保すべき路線として指定される緊急輸送道路は，以下の図のとおりです。 

市内では高速自動車道や国道６号，国道50号，国道123号などが指定されています。
 

 



太平洋プレート内の地震（北部）が発生した際の緊急輸送道路の通行可能性は，以

下の図のとおりです。 

リンク信頼性とは道路を通行できる確率を示す指標であり，数値が大きいほど通行

可能性が高くなります。茨城県ではほぼ全ての緊急輸送道路のリンク信頼性が 0.80

以上であり，地震発生時においても80％以上の確率で緊急輸送道路が通行可能だと見

込まれています。
 
 

 

 



大規模盛土造成地は，谷や沢を埋めて 3,000 ㎡以上の宅地造成を行った場所です。以

下の図は，そのおおよその位置と規模を示したものです。大規模盛土造成地は市内に点

在しており，水戸駅・赤塚駅の南側などの市街地にも一部見られます。 
 

 

本市が平成 28 年度から平成 30 年度にかけて実施した「大規模盛土造成地の変動予測

調査※」において，大規模盛土造成地の地震時の安全性について検証を行ったところ，

活動崩落の恐れがある造成地が存在しないことが確認できています。 



水戸市の北東に位置する東海村には，日本原子力発電株式会社が運営する発電用原子

力施設の東海第二発電所が立地しています。また，南東に位置する大洗町には，試験研

究用等原子炉施設として，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が運営する高速実

験炉（常陽），高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ），材料試験炉（ＪＭＴＲ）の３施設が立

地しています。 
 

原子力施設の事故等への備えについて，国は，住民等に対する被ばくの防護措置を短

期間で効率的に行うためには，あらかじめ，その影響の及ぶ可能性がある区域（原子力

災害対策重点区域）を定めた上で，重点的に原子力災害に特有な対策を講じておくこと

が必要であるとしています。 

 本市に関係する原子力施設の原子力災害対策重点区域については，国が定めた以下の

範囲の目安等をもとに，茨城県が原子力施設ごとに定めています。 

なお，原子力災害対策重点区域は，施設で事故が発生し緊急事態となった場合に，放

射性物質が放出される前の段階から予防的に避難等を開始する「ＰＡＺ」と，屋内退避

などの防護措置を行う「ＵＰＺ」があり，東海第二発電所は，ＰＡＺとＵＰＺのそれぞ

れの区域を，その他の３施設についてはＵＰＺのみを定めることとされています。 

 

 
 
 

 



水戸市は以下の図のように市全域がＵＰＺに該当しています。本市においては，東海

村の東海第二発電所で事故等が発生した場合には，予防的な防護措置を含め，事故の規

模等により段階的に屋内退避や広域避難等を行う可能性があります。 
 
 

 



大洗町に立地する試験研究用等原子炉施設３施設のＵＰＺの範囲の目安は，国の指針

により半径５kmと定められており，本市においては，島田町，下入野町，秋成町の一部

のみが該当しているところですが，避難の迅速性等を考慮し，茨城県においてそれぞれ

の町の全域がＵＰＺに指定されています。３町においては，大洗町内の施設で事故等が

発生した場合には，予防的な防護措置を含め，事故の規模等により段階的に屋内退避や

広域避難等を行う可能性があります。 
 
 

 

 

 

本市においては，各施設を管理運営する事業者と安全協定を締結し，事故等の発生時

において万全な連絡体制を構築しているほか，周辺自治体との連携による原子力防災対

策の強化，東海第二発電所の事故に備えた実効性ある広域避難計画の策定など，迅速か

つ円滑な住民避難の実現に向けた取組を推進しています。 



災害リスクの分析をふまえた各エリアの課題は，以下のとおりです。 
 
 

 





 
 

 



前述の災害リスクを踏まえ，防災まちづくりの将来像を掲げた上で，災害種別に取組方

針を整理し，災害リスクをできる限り回避，あるいは低減させるために必要な防災・減災

対策を位置付けます。 

防災・減災対策については，水戸市地域防災計画や水戸市国土強靭化地域計画のほか，

国における那珂川水系流域治水プロジェクトなどの関連計画を参照し，各施策ごとに実施

主体や実施時期等を明確にした施策体系とします。 

 

 

 

 

 

 

 

水戸市立地適正化計画の都市づくりに関する基本的な方針の一つに掲げた「災害に強

い都市の実現」を踏まえ，ハード・ソフトの両面から災害リスクの低減や回避につなが

る施策を総合的に展開します。 

 

災害リスクを把握し，誘導区域等を設定することで，土地利用や都市機能を緩やかに

誘導するともに，より安全な地域で市民が暮らすように促しながら，災害発生時にも被

害を受ける市民が少なくなることを目指します。 

 

都市基盤の防災構造の強化，災害時にも都市機能が維持できる防災機能の充実を図り，

激甚化・頻発化する自然災害に強い都市基盤の形成に取り組みます。 

 



前述の災害リスクに対する取組方針を，以下の表のとおり定めます。 

また，災害リスクが顕著なエリアに対する取組方針は次項の図のとおりです。 
 

 

  



 
 

 

■  

（誘導区域内）



取組方針を踏まえ，災害に強い都市づくりのための施策を，次のように定めます。 
 
 




